
 
 
 
 
2024年7月19日 

報道関係各位 
大和ハウス工業株式会社 
代表取締役社長 芳井敬一 

                              大阪市北区梅田 3-3-5 

兵庫県川西市と連携協定を締結 

「持続可能で生活の質が高いまちづくり」を推進 
 

大和ハウス工業株式会社（本社：大阪市、社長：芳井敬一）は、2024年7月19日、川西市（市長：越田 謙治

郎）と「持続可能で生活の質が高いまちづくり」の推進に関する連携協定を締結しました。 

【協定締結式のようす】 
左：大和ハウス工業 リブネスタウン事業推進部 副部長 脇濱 直樹 

中央左：大和ハウス工業 常務執行役員 本店長 浦川 竜哉 

中央右：川西市 市長 越田 謙治郎様 

右：川西市 副市長 松木 茂弘様 
 

当社は、兵庫県川西市において大都市圏のベッドタウンとして1966年から約4,000区画の戸建住宅団地「阪急

北ネオポリス（通称：大和地区）」を開発しました。まちびらきから50年以上が経過し、高齢化や独居世帯の増加

に伴う空き地・空き家の増加、コミュニティの希薄化など社会課題が顕在化しています。 

そこで当社は、課題解決だけでなく新たな「まちの魅力」を創出し、既存住民や新たに流入する住民が安心して

快適に過ごせるまちを目指して、2021 年 4 月に団地再耕（再生）事業「リブネスタウンプロジェクト」に着手し

ました。これまでに、地域住民への街づくりに関するヒアリングや意見交換会、当社社員と地域住民が交流・創造

する共創スペースの開設などに取り組んできました。 

そしてこのたび、官民が協働し社会課題解決に向けた取り組みを加速させるため、川西市と「持続可能で生活の

質が高いまちづくり」の推進に関する連携協定を締結することとしました。 

本協定の締結により、当社は川西市の人口減少や少子高齢化に起因する様々な地域課題の解決に貢献すること

で、持続可能なまちづくりの実現を目指します。 
 

●連携協定の概要 

協定締結日 2024年7月19日 

連携事項 （１）コミュニティの形成に関すること 

（２）まちの魅力向上に関すること 

（３）住み続けられる仕組みづくりに関すること 

（４）地域内の移動環境づくりに関すること 

（５）その他、両者が協議により必要と認める事項 



●「阪急北ネオポリス」について 

住所 兵庫県川西市大和東1丁目～5丁目 
大和西1丁目～5丁目 

 

開発時期 1966年～ 

開発面積 約173万㎡ 

区画数 約4,600区画（2024年3月現在） 

世帯数 4,794世帯（2024年3月現在） 

人口 10,626人（2024年3月現在） 

高齢化率 約39.3%（2024年3月現在） 

紹介サイト https://www.daiwahouse.co.jp/about/community/livnesstown/hankyukita/ 

  

●「阪急北ネオポリス」におけるこれまでの取り組みについて 

2021年4月 地域住民や地域活動団体に対して個別ヒアリングを開始 

2022年8月 大和自治会、牧の台コミュニティ協議会協力のもと全戸アンケートを実施 

2022年11月 「“住民主体のまちづくり”講座」を開催（51名の地域住民が参加） 

2022年11～12月 まちのコンセプトを決める「“大和地区の未来予想図をつくろう” まちづくり意見交換

会」を開催（計56名の地域住民が参加） 

2023年6月 「交流の場」に関する全戸アンケートを実施 

2024年1月 「ネオポリスサミット2024」を開催（48名の地域住民が参加） 

2024年2月 共創スペース「COtoTSUMUGI（ことつむぎ）」を開設 

地域の居場所（交流の場）づくりや、子育て世代との意見交換を実施 

                                   

■リブネスタウンプロジェクトについて 

当社は、1960年代から郊外型住宅団地「ネオポリス」を全国61カ所に開発してきました。その多くはまちび

らきから40年以上が経過しており、空き家・空き地の増加や建物の老朽化といった課題がみられます。 

そこで当社は、これらの課題を解決し、街の魅力を新たに創出するため、神奈川県横浜市や兵庫県三木市など

で連携協定を締結し、官民協働の取り組みを開始しました。2021 年には、団地再耕（再生）事業「リブネスタ

ウンプロジェクト」として始動し、全国8カ所のネオポリスで展開しています。 

兵庫県三木市の「緑が丘・青山ネオポリス」では、2015年から再耕（再生）活動に取り組んでおり、2020年

2 月には三木市と「住み続けられるまちづくり」の推進に関する連携協定を締結しました。2021 年からは IoT

機器を活用した健康に関する活動や自動運転の実証実験、コミュニティ施設の設置など、まちの利便性やコミュ

ニケーション活性化に取り組んでいます。 

また、郊外型住宅団地の現状と課題を明確にするため、2024年1月、住まい手、有識者、企業人を集めた

「ネオポリスサミット2024」を開催するなど、持続可能な住宅団地の実現を目指しています。 

   以  上 

 

 

 

お問い合わせ先 

広報企画部 広報グループ     ０６（６３４２）１３８１ 

      東京広報グループ   ０３（５２１４）２１１２ 


